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は じめに
　昨今の円高により日本の製造業では生産工
場ばかりではなく、開発についても海外ヘシ
フトする動きが拡大しつつある。日産グルー
プの中で自動車開発の中枢を担う日産テクノ
は、早々と10年前にベ トナムへの進出を決
め、現在日産テクノベトナム社は日産グルー
プの中で最大の海外開発拠点としての成長を
遂げるまでに至った。本謝寅では日産テクノ
のベ トナム事業の取 り組みをその成長の歴史
とともに振り返 り、また最近の状況について
も述べたい。
1,日産 テクノ(JNT)の 紹介
1-1.会 社概要
　㈱ 日産 テクノは1985年に日産 自動車の
100%出資のもと開発部門における図面製作
請負会社 として設立され、今年で創立26年
を迎える。現在従業員は約2300名、2010年
度の売上高は251億円。業務内容としては、
自動車その他機械類、電気 ・電子機器類の設
計 ・CAD(Computer　Aided　Design)・製
図 ・実験を行っている。また日産自動車の研
究開発部門と緊密な連携のもと、日産車の開
発を受託 している。現在日産のグローバル開
発体制は約2万人に上るが、その約2割 を日
本とベ トナムの日産テクノグループで担って
いる。
1-2.日 産グループにおける役割
　設立後26年の間、日産グループの中で役
割を拡げ、現在はその中核として車両開発全
体 を担 うまでに成長 してきた。1985年の設
立当時は図面作成を主体とした設計サポー ト
業務を行 っていた。その後2000年代初頭ま
での15年間は、図面作成からCADを 活用
した部品設計業務へ順次領域を拡大する時代
であった。2001年にベ トナム ・ハノイに進
出し、日産テクノベ トナム社 を設立 した。
2000年代後半に入ると比較的変更規模の小
さい車両やエンジンの開発全体についても受
託 を開始 し、今では新規車両開発の全体 を
担っている。最近日産テクノが主体で開発し
たクルマとしては、ティアナ、キューブ、新
型ティーダなどである。
1-3、 長期ビジョンについて
　日産テクノのビジョンは 「私たち日産テク
ノは、日産グループの活気溢れるエンジニァ
リング集団として、その高度な製品開発技術
の蓄積を基に、エンジニアリングの革新に
チャレンジし、世界 トップレベルの効率と品
質で、世界 に誇れるクルマを開発し続けま
す。」ということである。このビジョンを目
指 し、創立30周年である2015年までには担
当する車種の製品開発を日産の2倍の効率と
世界 一の品質 で担 ってい くため の活動
(V30)に全社を挙げて現在取り組んでいる。
2.日 産テクノベ トナム(NTV)
の成 長
2-1.ベ トナム事情
　直近のベ トナムの平均年齢は男性31歳、
女性28歳で、日本の44.8歳に較べて約15歳
も若 く、これは言うまでもなく良質な労働力
を確保する上で大きな魅力である。また今後
も人口は増加し、2020年には1億 人を超え
ると予想されており、モタリゼーションが起
るのもそう遠くではないと思われる。その意
味では労働力の確保だけではなく、市場とし
ての魅力も拡大 しつつある。これらに加えて
アジア圏の中での日本に対する好感度の高さ
や数学力が高いことなどを背景に、日産テク
ノは2001年にベ トナムへの進出を行った。
2-2.会 社概要
　 日産テクノベ トナム社は2001年に設立し、
日本への出向研修などを経て2003年より稼
動を開始した。設立以降従業員数を徐々に拡
大、特に2006年以降は急激な拡大を続け、
この5年間で約5倍 となった。本年4月の従
業員数は1280人で、日産グループの中で最
大の海外開発拠点に成長した。これは日産自
動車の方針を受け、開発コストと優秀な人材
を求めて強化を図ってきたことによる。日産
グループでは他にインド、中国、メキシコの
各開発拠点の強化に取 り組んでいる。なお
2010年度の売上 げは35MUSDとなってい
る。従業員の平均年齢は26歳で、5年 以下
の経験者が全体の90%、女性の比率は全体
の40%である。現在ハノイ市北部のホアビ
ンタワー内に事務所を構え、車体から始ま
り、電子やパワトレーンといったほぼ車両開
発全体の機能を有 している。開発に関わって
いるクルマは、ほぼ全日産車に及ぶ。具体的
な業務の内容としては、車両開発の中でデジ
タルフェーズと呼ばれる設計及びCADを 中
心とした業務範囲を担当している。
2-3.特色のある活動
　日産テクノベ トナム社の急成長を支えてき
たいくつかの活動を紹介する。
① 徹底した日本語とCAD教育
　　入社前か ら日本語 とCAD教 育 を実施
　し、入社後も機会あるごとに教育を継続 し
　ている。
　　この結果、日本とのコミュニケーション
　は直接 日本語で行い、またCADの オペ
　レーション能力は日産グループの中でベン
　チマークレベルとなっている。
② 現物に触れる教育
　　主にディジタルフェーズを担当している
　と、モノに触れる機会が少ない。このため
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　車体やエンジンそして部品など、現物での
　経験を積む機会を意識 して与えている。
③ 日本でのOJTの推進
　　経験3年 以上の従業員を主体に選抜 し、
　日本に半年～2年の出向や研修の機 会を積
　極的に与えている。日本で最先端の開発現
　場に立会い、経験を積む目的で年間100名
　以上のベ トナム人スタッフを送り込んでい
　て、これらの人材はベ トナムへ帰国後、各
　職場のキーパーソンとして活躍 している。
④ 会社に愛着をもたせるための社会貢献活
　動
　　小学校での交通安全教室やハロン湾の清
　掃活動など、スタッフ自らが企画し実行す
　ることで、会社の社会的位置づけの向上と
　社員の会社への愛着増加に役立ている。
2-4.成 功の要因
　日産テクノベ トナム社の業務や活動は各種
メディアを含め日産グループ内外からも注目
された。急成長を可能にした要因は、前項で
述べたような活動、特に経験が少ないベ トナ
ム人スタッフに対する教育制度の充実が挙げ
られる。また日本への出向制度の拡大はモチ
ベーションの向上に大いに役立っていると考
えられる。経験を積んで育ったスタッフに対
しては、チーフやマネージャーへのプロモー
ションを積極的に行っている。
3.日 産テクノベ トナム(NTV)
の拡大
3-1,背 　景
　今後もベ トナムでの事業は拡大させていく
予定で、部品 ・車両について自立した開発が
できることを目指している。このためには、
開発プロセスの中でディジタルフェーズに続
いて、フィジカルフェーズまでを含めた一連
の責任を持ち、その領域を拡大 していくこと
が、知識と経験を得る上で大変重要になる。
3-2,ホアラックハイテクパーク(HHTP)
　　　　進出決定の経緯
　2006年からの従業員数の急拡大に合わせ、
開発プロセスの中のフィジカルフェーズへの
領域拡大のため、新規業務用地の選定につい
てのフィジビリティスタディを開始した。手
始めに現地不動産業者を通じての視察も行っ
たが、現況が田畑の所が多く、土地の造成や
インフラ整備が必要なため工業団地か ら選定
することにした。ベ トナムの工業団地は当時
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全国で228ヶ所あったが、先ずはハノイ市中
心からの距離とハイフォン港周辺の54ヶ所
に絞 り込んだ。さらにこの中から商社、建設
会社、銀行等から情報を集め、以下の資格要
件で数ヶ所に絞り込んだ。
〈資格要件〉
　 日系企業が入居 していること、
　 日本入による支援が受けられること
　空き用地が十分にあること
　ハノイ中心から50km圏内に位置すること
　約4年 間にわたる調査の結果として、最終
的にホアラックハイテクパークの他、2つ の
口系工業団地まで絞 り込み、現時点及び将来
にわたって最重要な下記3項 目でホアラック
ハイテクパークへの進出を2010年6月に決
めた。
① ベ トナム政府及び日本政府の支援を得 ら
　れること
　　ベ トナム政府科学技術省や日本大使館、
　JICA、　JETROのフルサポー トがあり、
　今後の渉外活動、特に関税免除と車両輸入
　許可取得に対 してア ドバンテージがある。
② 経済効果が最も大きいこと
　　法人税含め多 くのインセンティブが適用
　される(法人税:～4年 間:0%、 ～9年
　間:5%)
③NTVの 将来発展のオポチュニティが高
　いこと
　　将来の業務領域拡大を考えた用地確保が
　可能であ り、また将来大いに発展する地域
　である
　また遷都千年の2010年に合わせて整備 さ
れた片側3車線の高速道 「タンロン大通 り」
がほぼ同時期に予定通 り開通、ハノイ市内か
らホアラックへのアクセス時間が従来の約半
分の40分程度に短縮されたことも、この決
定の支えになった。
3-3.ホアラックハイテクパーク(HHTP)
　　　　との交渉経緯
　NTVがHHTPで 手始めに予定 している
業務は
・品質向上のためのエンジン部品調査
・ベンチマークのための車両部品調査
・電気自動車用モーターの開発実験
である。この業務をHHTP内のR&Dゾ ー
ンに入居 して行 うべく、2010年7月より準
備を開始した。しかしハイテクパークの入居
認可取得には予想以上の困難さが待ち受けて
いた。先ず最初の大きな関門は 「ハイテク審
査」であった。ベ トナムでは自動車産業その
ものはハイテクではないというイメージがあ
る上に、設計開発業務そのものの理解力灘 し
いため、NTVの開発業務が 「ハイテク」で
あることの説明には、多大な労力を注いだ。
ベ トナム人からみてどう思うか、有識者にも
ご意見を頂きながら、以下を骨子としてまと
めていった。
① 日産グループのハイテクの取 り組み
　　 日産は、品質とコス ト、IT/ITSをベー
　スに環境、安全、動的性能、居住性 という
　 4つの戦略的技術領域で技術開発に取組ん
　でいる。例えば先進の環境技術 ・安全技術
　 を搭載する車両は、約100個のコンピュー
　 タで航空機並の高度なコンピュータ制御を
　 しており、ハイテクノロジーそのものであ
　る。
② 日産テクノベ トナム社のハイテクの取 り
　組み
　　世界に通 じる品質 ・高い信頼を得るクル
　マを開発するためには、お客さまと新技術
　 とを繋ぐ高度な開発手法と市場実態を高度
　な計測技術と解析技術により、きちんと把
　握するインターフェース機能が重要であ
　る。この重要なインターフェース機能を日
　産からNTVへ 移管 し、　HHTPで実施す
　る。
③ ベ トナム社会への貢献
　　高度な市場検証技術活用によりベ トナム
　エンジニアの飛躍的な能力向上が図れる。
　すなわち、高度な技術を開発 していく人財
　は、三現主義(現場 ・現物 ・現実)が礎と
　なり、高度な計測と解析を駆使したお客様
　と市場を把握 してエンジニアとして成長す
　る。
　　また日産グローバルR&Dの20%を分
　担する高度なベ トナムエンジニアが育成で
　き、将来、ベ トナムで車両開発を担うこと
　になる
　この内容を主張 した結果、2010年11月に
「ハイテク審査会」を無事通過 し、日系民間
企業として初めてR&Dゾ ーンへの入居を認
められた。その後も将来計画を見据えた用地
の確保交渉、設備投資の内容を審査する投資
審査会などいくつかの大 きな関門があった
が、粘 り強い交渉で何とかクリアし、本年4
月に投資許可証の取得までようやく漕ぎ着け
た。現在年内の業務開始を目指し、建設工事
を急ピッチで進めている。
3-4.成 功の要因
最も大 きいのが、ホアラックハイテクパー
クの選定時の狙い通 りに、日本からのODA
を背景として、 日本大使館を始め、JICA、
JETROの日本政府関係機関から全面的な支
援を得られたことである。このための情報交
換を密に行い、関係諸機関からタイムリーに
必要なアドバイスを頂くことができた。また
国家事業であり、ベ トナム政府に直結するハ
イテクパーク側としても日本企業の進出を進
めたい意向がNTVの 進出に大きくプラスに
作用した。
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